　議事内容

⑴　議題
①　春日井市の産業振興に関するアンケート調査結果について
【事務局】　　資料１から「事業活動支援に係る助成事業等」について説明

【岩田委員】　知的財産関連のニーズが高いが、市の「知的財産権取得事業」の内容を教えてほしい。

【事務局】　　国内の特許出願又は実用新案登録出願の際の助成であり、各企業で年間１回限り、限度額10万円、助成率は２分の1です。
【渡会長】　認知度は広報の仕方に依存すると思うが、どのような方法で周知徹底しているのか。

【事務局】　　市の広報誌やホームページに掲載しているほか、内容に応じて産学コーディネーターや市役所の関連部局等を通じて周知を心掛けている。また、今回のアクションプランの新しい施策メニューについては、市内の事業者に広く配付する予定です。

【事務局】　　資料１から「ビジネスマッチング、研修への要望」「新たな用地の需要」「余剰地・遊休地」について説明
【渡会長】　希望エリア別のニーズをみるとIC隣接エリアの希望が多いが、物流の関係でこの辺りが便利ということか。

【事務局】　　春日井ICを希望した回答を用途別にみると、工場が大きく物流系を上回っている。市外の事業所も含めた潜在需要としては物流等の要望もあるのかも知れないが、今回、調査対象とした市内の事業者については、工業系の意向が高かった。
【渡会長】　従業員用駐車場の要望が多いが、現在持っていないということか。

【事務局】　　 従業員駐車場は、事業所で確保していると考えるが、工場敷地内に従業員駐車場を所有する事業所が生産規模を拡大するために駐車場を敷地外に移す必要があるなど、既存敷地の手狭感が推測される。
【藤委員】　　業種別の特徴などはあるのか。

【事務局】　　現段階では集計していないため、今後集計する。
【藤委員】　　業種別の傾向があれば、市の支援メニューを決める上で役に立つので、作ってほしい。
【渡会長】　経済の情勢が悪くなっている中でも生産施設、工場の拡張を図る意欲があるのは、この春日井市の特有の現象なのか、または他の要因があるのか。工場用地を準備していく上で、経済状況は重要である。

【事務局】　　先回の審議会で、春日井市の産業は、自動車産業に特化せず、幅広い産業があると報告したところですが、自動車産業集積地に比べて好況感に欠けたかわりに、北米の急激な景気後退の影響も相対的に小さい感もある。また、産業構造的な要因のほか、今回は、都市環境面の要因も大きいと考えている。つまり、市内の都市化・住宅化が進む中で、工場の手狭感が限界に達してきているのではないか。

【岩田委員】　 春日井市の準工業地域や工業地域はどのような活用がされているのか。工業地域は工場が建っているが、準工業地域が住宅になっているところが多い気がする。実際にはどうか。

【事務局】　　 大きく分けて２つに分けられます。工場主体であったところが、住宅が主になったところもあり、勝川駅南周辺のように工場が主で、その中に賃貸アパート等が建っているところもある。今後、これをどういう形で整理していくかは、各地域の状況をみて考えなければならない。

【岩田委員】　用途変更なども視野に入れて考えるのか。

【事務局】 　 愛知県が平成22～23年に都市計画の見直しを予定している中、経済振興部局としては、今回のアクションプランの取りまとめを踏まえて、工場用地が需要に対して不足しているという状況を関係部署へ働きかけていきたい。

【渡会長】　春日井市は非常に住みやすく、遊歩道や落合公園など住環境が整備されている街だと思う。今後は、ライフスタイルを考慮し、住環境との調和が重要になってくる。
【事務局】　　資料１から「産学官連携事業への要望」について説明

【藤委員】　　 産学連携の取り組み課題として、助成制度が弱いという結果は、産学連携に関する「助成制度が弱い」のか、それとも「産学連携の取り組み自体が弱い」ということなのか。

【事務局】　　 助成制度があれば産学連携に取り組みやすいということだと思う。アンケートでは、「産学連携への支援」として、「助成制度が弱い」かということを聞いたつもりであるが、意図が伝わらなかったかもしれない。
【藤委員】　　 国の施策は産学連携のものと、そうでないものが混在しているため、少しわかりにくく、アンケート結果は、必ずしも産学連携に関する助成制度だけではないのではないか。

【事務局】　　アンケートでは助成事業の内容も別紙として配布したが、一般論として「助成制度が弱い」とお答えになっている可能性はある。実際、産学連携関連の助成事業の利用件数は低く、比較的身近な市の助成も利用がみられない。このようなことから、「助成制度が弱い」という回答の背景には制度があることを知らないということも要因になっていると考えられる。

【藤委員】　　大学のPRが足らない点もあるが、市の助成制度もあわせて宣伝するべきである。

【渡会長】　 私どもの大学も産学連携事業、共同研究で資金が必要な場合は共同研究先と話し合いながらやっているが、数が限られるので、一般的に広がっていかない。また、大学と連携している人でなければ使えない。「制度が弱い」とは、知らないということだと思う。

【河合委員】　「産学官連携の経験が有る」のは何社か。

【事務局】　　31社から回答があった。

　　共同開発を行っていない事業所もアンケート対象であるため、産学連携の経験があるという8.8％の割合は低く感じるが、技術開発・製品開発等の共同研究事業を行っている事業所だけで考えれば、もう少し割合は増えると思う。
【胡桃澤委員】商業者に対する産学連携の取り組みを行って欲しい。
【事務局】　　「マーケティング分野」や「従業員の教育・人材育成」など幅広くアンケートを行ったが、産学連携については商工業者を分けていないため、商業者の方向性は読み取れていない。

【大矢委員】　商工会議所も以前は、「技術交流プラザ」として工業者に限った活動をしていたが、現在は「交流プラザ」として、商業、サービス業なども含めて、産学連携活動ができるようにしたところである。ただし、商業関係者にＰＲしているが、なかなか「交流プラザ」の会員が増えない。

【渡会長】　商工会議所が交流場所の確保という意味もあり、大学16号館に交流ルームを持っていた時期がある。年間80万程払って３年間続けたが、会議等に使う程度であまり活用されなかった。現在の状況は、大学内に入るのも慣れてきて、スペースは必要ないということで、昨年３月打ち切りになった。特別な部屋は用意できないが、研究支援センターへもっと気楽に来てほしい。

　　　　　　　また、「産学連携のルールやコストがわからない」の「コスト」については、悩ましい気もする。相談料は取っていない。大学と共同研究する際に資金繰りで困った時、外部資金を考えていることも有効な手段であるが、私どものところへ来て頂ければそういうことも含めて説明できる体制にあるので、ぜひ利用してほしい。
【大辻委員】　市内の工業用途の土地で利用されていない土地はどのくらいあるのか。

【事務局】　　工業地域はほとんど使われている。準工業地域についてもほとんど使われていると思ってよい。ただし、規模が小さな土地で利用されていないところもあるが、工場を建てられるようなまとまった土地はほとんどない。

【大辻委員】　ということは、工場を春日井市に誘致するのは基本的に無理なのか。

【事務局】　　現況においては、市街化調整区域に誘致可能な一部業種に絞り込まれてしまうため、都市計画マスタープラン等で誘導する地域を考慮する必要がある。また、こうしたエリアに、市内の工場の移転を進めると同時に、跡地利用についても、工業系を維持するために工場の誘致を進めたい。

⑵　アクションプランの基本的な方向及び目標について

【事務局】　　資料２から「１　計画の基本的な方向」「２　計画の目標」「３　計画の体系図」について説明

【大辻委員】　先ほどのアンケートの区域にどうすれば優良企業が集まってくるのかに行き着く。誘致しようにも土地がなければできない。まずは土地の確保が重要。
【事務局】　　先ほどから強く要請頂いており、またアンケートでも多数の需要があるということなので、工業系の土地の確保について庁内で調整していきたい。

【渡会長】　既存の市内企業が活性化することも重要であるが、誘致した企業に既存企業が押しつぶされては問題である。逆に、市内企業に誘致してもらいたい企業を聞くことも考えられる。春日井は人口に対して土地が広く、土地を有効に活用していけるような施策がよい。

【寺澤委員】　文字修正をお願いしたい。「企業の選ばれるサービスの提供」について、「企業に選ばれるサービスの提供」へ修正してください。春日井市はベッドタウンのイメージが強かったので、住環境整備の工夫はしっかりされてきた。しかし、ベッドタウンからライフタウンに変わった時に、市民がどのようなイメージを持つかを考えなければならない。産業振興という点からいくと、ライフタウン、つまり住む街であると同時に、働く街、消費する街という意味でのライフタウンだということを強く打ち出していくために、働く場所を提供していくという商工業振興は重要である。寝るだけの街ではないことを強調する必要がある。今後は、春日井市がライフタウンのイメージをＰＲしていく必要がある。一方で、ベッドタウンの時の良さをどう残していくかも重要。春日井市は、ＮＰＯ法人が県下第２位になるくらい多く、行政、民間企業がなかなかできないような障害児、高齢者に対するケアをしっかりやっている街でもある。このような福祉の意味でのライフタウンも重要。この２つのライフタウンの意味をどうバランスさせるのかは、今後の春日井市の強みや個性を出していく際に重要。また、恵まれた立地条件のもとに中部圏内外から優良企業が集まる春日井というビジョンについて、どのような点が春日井は恵まれているのかということを積極的に全国へＰＲしていく必要がある。策定部会では、春日井はベッドタウンなので、通勤時間帯に道路渋滞が発生するため、道路が狭いのではないかという指摘もあった。住むのに便利で良い場所も多く、恵まれているが、事業者にとっては、まだインフラ整備等に課題が多くあるのではないか。もっと事業者から指摘を頂き、「恵まれた立地条件」が本物となっていくのではないか。

【胡桃澤委員】商業からみると、春日井市は好条件とは言えない。鳥居松のように中心市街地は交通条件が良すぎて素通りをしてしまう。学生も素通りで家へ帰ってしまう。一つの提案として、空き店舗対策の対象者を現在の法人だけでなく、任意団体にも拡大してほしい。また、商店街連合会では、各個店を応援して元気にしようという目的で一店逸品運動という事業を行っている。元気な店舗の周りには元気な店舗ができるだろうと考えて行っている。商業は工業と違って厳しい問題として、後継者がいないことがある。また、空き店舗対策にしても、現在は１階部分しか対象にならないため、２階部分の利用がしづらく困っているのでなんとかしてほしい。
【渡会長】　商工会議所とも連携して商店街支援を行ってほしい。鳥居松は駅からも離れているので、人が寄れない立地条件で厳しい面がある。

【大矢委員】　商業、特に個店は後継者がいない。鳥居松でも後継者になってもよいという人は２割位しかいない。消費者がどう助けるか、町内を含めてどうするか考えなければ、商店街だけ、行政だけでは難しい。

【渡会長】　商工業振興という視点で、将来像を立て、よいアイデアがほしい。ぜひ知恵を貸してください。よろしくお願いします。

【事務局】　　資料２から「４　計画の内容と主な取り組み」について説明

【渡会長】　 大都市名古屋を隣に持ち、交通機関も非常に発達している。目玉になって、人も育てていけば、恵まれた立地条件といえるが、逆に吸い取られてしまい、悪戦苦闘しているのが現状。これをどうフィードバックして春日井へ呼び込むか。特に「次世代の担い手育成」は重要である。工業は次世代の人材も比較的おみえになるが、商業は将来の見えない中で次世代の担い手をどうするかといわれても厳しい。街を活性化させていくような良いアイデアがほしい。聞くところによると、勝川と春日井駅の間を活性化できないかという話があるらしいが。

【大矢委員】　まちづくり計画では、鳥居松から勝川まで、点でなく線として面で結ぶ取組みの方向が出されている。しかし、商業者はなかなか取り組みが難しい。エリア内で個店がユニークさを出し、儲けてくれる個店になれば自然に人は集まる。そして次に広がれば自然に商店街はつながっていく。計画ありきで絵に描いた餅という話になるが、具体性を持った話で進めていきたい。

【胡桃澤委員】全くそのとおりである。

【渡会長】　岐阜駅前のある通りでは、商店街で総力をあげ、週末には人の集まる商店街になったところがある。岐阜駅の再開発の力もあったと思うが、賑わいのあるまちになった。

【胡桃澤委員】　商業は特に難しい。なんとか風穴をあけていきたい。

【渡会長】　1箇所そういうところが出ると他へも波及し、元気の良いところが何カ所か出れば、春日井全体の活性化につながると思う。大学も支援できるところがあれば言ってほしい。名古屋学院大学は瀬戸で様々な取り組みをしている。日比野へ校舎を移し、そこでも大学生が活躍し、賑わいを取り戻していると新聞にも出ていた。そういう意味では勝川は活気ある街だと思う。

【胡桃澤委員】勝川は春日井の中でも一番活気のある街。今回も名古屋どまつりを誘致し成功した。あとは我々のイメージや考え方次第だが、なかなかきっかけがない。

【大矢委員】　鳥居松などは、中部大学の学生など、若者のまちとして若い人に来てもらえると随分変わる。中部大学の先生にも一時いろいろやってもらった。

【渡会長】　一時的な卒業研究のテーマで終わってしまったため、大学全体としてバックアップできるようなシステムになっていればもう少し変わったと思う。我々もあまり認識がなく、大学全体の取り組みにならず、もったいなかった。

【大矢委員】　大学の先生の研究テーマと中心市街地活性化の補助金が若干あったので、あわせてヘブンリーブルー、朝顔を各個店に出すなどした。これを呼び水にして次につなげてほしいと言ったが、お金がなくなったら終わってしまった。非常に残念な話です。

【渡会長】　主な取り組みの方向性としては、ここにあげて頂いた基本プランが５つあり、それぞれ大事な問題。中味的には難しい問題を含んでいる。これをどうしていくか重要。

【大矢委員】　「情報発信力の強化」には、観光も含まれるのか。

【事務局】　　基本的には含んでいる。

【大矢委員】　サボテンブランドだけでなく、具体的な施策はあるのか。

【事務局】　　アクションプランの対象は、商・工・サービス業全般と観光を含めたイメージだが、産業の育成などについて、最終的に予算や施策に反映させる際には、本市の産業構成やコストパフォーマンスに配慮していくことになる。具体的には、施策投入の効果が期待できそうなものから注力することになる。

【渡会長】　観光の目玉としては、小野道風しかありませんか。

【事務局】　　前回の資料で、県内の他市と観光資源及び観光客数を比較したが、本市は観光資源が非常に少なく、観光資源を作るところからやらなければならないとなると、施策効果の観点から他の事業へ注力すべきではないかとの議論もある。ただし、企業や商店街の共同事業について提案公募型で助成しようかと検討中の事業については、観光絡みもありうるのではないか。複数の特徴的な店舗や企業が組むことで盛り上がる形もあると思う。

【渡会長】　サボテンは日本で1番の生産地であるが、ほとんど知られていないのではないか。具体的に見える場所があればよいと思う。

【大矢委員】　サボテンを使ったシンボルづくりを春日井駅前に整備する予定である。

【渡会長】　人を呼び込める場所があれば、対外的にＰＲして人に来てもらうことも可能。常滑は中部国際空港ができたこともあるが、最近は来訪者がすごい。やきもの散歩道などは人気だと聞く。春日井もそういうものができ、皆さんが集まってくれるような場所ができるとよい。基本計画、目標については、基本的には異存はなく、どんどん進めていってほしい。

７　閉会
　上記のとおり春日井市商工業振興審議会の議事の経過及びその結果を明確にするためにこの議事録を作成し、渡会長及び大矢委員が署名（及び押印）する。

　　　　　　
平成20年10月22日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　渡　 　誠　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名人　　大矢　 孝彦　 　
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